
【文教・科学技術：イノベーションによる歳出効率化等】

エビデンス構築
の進捗状況

今後の予定

１．研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ

・NISTEPにおいて、科学技術指標2021や科学研究のベンチマーキング2021を公表。

日本のTop10%論文数については、順位を下げ10位。

・従来の論文数や被引用度といった指標に加えて、様々な角度から研究力を評価できる

ような新たな指標の候補を選定し、総合科学技術・イノベーション会議の評価専門調

査会で報告。

・諸外国における研究力指標について調査分析を開始（OECDのSTI Scoreboard, EUの
Horizon Europe, イギリスのSnowball metricsなど）。

・総合科学技術・イノベーション会議の評価専門調査会において、研究力強化・若手研

究者支援総合パッケージと関連の深い中目標「研究環境の再構築」の深堀分析を試行

し、施策群の見える化、ロジックチャートを用いた追加指標の検討等を行った。

・研究力強化・若手研究者支援総合パッケージにおいて、博士課程学生等支援など重要

な項目について最新情報を収集しつつ、フォローアップを継続する。

・新指標において、2022年度試行的に収集・分析を行う。
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測定指標：
「博士後期課程修了者の就職率」
72% （2018）⇒85％（2025）
「博士後期課程学生の生活費相当額受給割合」※
全体10.4％（2015）⇒修士からの進学者数の5割

（全体の2割に相当）（早期達成）

測定指標：
「40歳未満の本務教員数」
将来的に全体の３割以上となることを目指し、
2025年度に約１割増※
※43,153人（2016）⇒48,700人（2025）（＋5,500人）
（直近のデータにより第５期計画と同様に試算）

測定指標：
「大学等教員の学内事務等の割合」
18.0％（2018）⇒約1割（2025）

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ 目標

若手研究者
（ポスドク・特任助教等）

中堅・シニア研究者

産業界による博士人材の積極採用と処遇改善

博士後期課程

博士前期課程/
修士課程

産

学

測定指標：「産業界による理工系博士号取得者の採用者数」 1,397人(2016)⇒2,300人(2025)約1,000人（約65％）増

独立して研究の企画と
マネジメントができる人
材の育成
・博士人材の多様なキャリアパ
スを構築

・優秀な人材が積極的に学び
やすい環境構築

将来の多様なキャリア
パスを見通すことによ
り進学意欲が向上

自由な発想で挑戦的研
究に取り組める環境を
整備
・優秀な若手研究者の研究環
境の充実、ポストの確保、表
彰

多様かつ継続的な
挑戦を支援
・研究に専念できる環境を確保
・研究フェーズに応じた競争的
資金の一体的見直し

・最適な研究設備・機器の整備
とアクセスの確保

マネジメント人材、URA、エンジニア等のキャリアパスを明確化

魅力ある研究環境の実現

多様なキャリアパス
・流動の実現 〈参考〉URA配置人数1,225人（2017）

（参考）大学本務教員に占める40歳未満の教員の割合 23.4％（2016）
40歳時点の任期無し教員割合(テニュアトラック教員含む) RU11 約49%（2013）
※2019年度よりRU 11構成大学と国立大学法人運営費交付金の重点支援の取組のうち重点支援③に該当する
大学を対象として調査を拡大

【文教・科技】 １．研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの効果検証：CSTI（文科省）

①若手の研究環境の抜本的強化、②研究・教育活動時間の十分な確保、③研究人材の多様なキャリア
パスを実現し、④学生にとって魅力ある博士課程を作り上げることで、我が国の知識集約型価値創造システ
ムを牽引し、社会全体から求められる研究者等を生み出す好循環を実現。

参考資料１
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Top10 %
論文数、論
文数、及び

割合

指標

5期目標値

凡例

サイエンスマップへの
参画数・割合

特許に引用される
論文数

大目標と対応する指標

 多角的な分析のために、研究力の大目標をインパクトに分類して整理し、対応する指標候補を
試行的にモニタリングしつつ、その高度化や組み合わせにより2022年中に新たな指標とすること
を目指す。

研究力を多角的に分析・評価するための新たな指標に対応する研究力の整理
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科学研究指標

イノベーション創造関連指標

真理を探究、基本原理を解明し、卓越した成果を生み出す

イノベーション指向の独創的な新技術を創出する

新たな指標候補として収集分析対象とする指標

厚み プロシーディング

プレプリント 日本語論文

論文の質的評価
（新規性）

国際的な賞

国民の意識

研究時間・研究者数

サイエンスリンケージ

ダイバーシティ

研究環境 新領域を開拓、多様な研究を遂行する

研究者の意識

研究者の意識 国際頭脳循環

産学官連携

参考資料２
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第142回 評価専門調査会
R４.３.８より抜粋
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第142回 評価専門調査会
R４.３.８より抜粋
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科学研究指標

【参考】新たな指標候補の現状と今後の方向性（科学研究指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
厚み指標 ・アカデミアを中心に、「量」や「質」に加えて研

究力の「厚み」を測る指標が提案されている
(例）h5-index：5年間において被引用数ｈ回以上の
論文が h 本あるとき、その最大値

・h5-indexをはじめとするアカデミアにおける研
究状況をフォローしつつ、指標としての検討を進め
てはどうか。

プロシーディングス
（会議論文）

・分野によっては、国際会議のプロシーディングスへの投稿割
合が高く、論文と同等の研究業績としてみなされる

・主要国際会議やそのプロシーディングについての調査・分析
が十分でない

・プロシーディングスのe-CSTIへの追加により評
価（論文数や被引用数等）・分析の実施を検討

・分野を絞り、上記の評価・分析状況をフォロー
アップし、どの分野にてプロシーディングを用いた
評価が適切かの検討をすすめてはどうか

プレプリント
（査読前論文）

・迅速な成果公開・共有⼿段として、分野ごとにプレプリント
サーバ（プレプリント投稿先）への投稿数が世界的に増加

・「プレプリント公開の経験のある研究者割合の調査」
（NISTEP）にてプレプリントの利用状況と認識、「主要プ
レプリントサーバにおける日本の連絡著者割合」
（NISTEP）にてプレプリントサーバの分析調査をそれぞれ
毎年実施

・プレプリントを用いた評価に対応させて（論文数
や被引用数等）分析の実施を検討

・分野を絞り、上記の評価・分析状況をフォロー
アップし、どの分野にてプレプリントを用いた評価
が適切かの検討をすすめてはどうか

日本語論文 ・人文・社会科学分野において、英語論文データベースに
収録されていない研究成果物（日本語論文や著書等）の
割合が多い

・日本語論文については、J-STAGEとScopusの結
合による日本語論文データの捕捉（e-CSTIに追加)
により、英語論文と同様な研究力の評価を実施予定

新規性に着目した
論文の質的評価分析

・論文の新規性に着目し、引用文献の組み合わせか
ら測定される新規性指標が検討されている
（NISTEP)

・NISTEPで提案している新規性指標については、
所の活動として当該指標を用いた分析を試みる予定

・提案されている新規性指標や活用事例を整理し、
どの指標が適しているかを検討 7



研究環境指標

【参考】新たな指標候補の現状と今後の方向性（研究環境指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
研究時間 ・「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（文

部科学省）が5年ごとに実施され（最新は2018年）、
研究活動や教育活動等の時間割合について公表

・2023年予定の次回調査までにこれまでの調査の整
理・分析、調査項目の精査を検討してはどうか

FTE換算研究者数 ・「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（文
部科学省）に基づき、フルタイム（ＦＴＥ）換算係数
(※)が得られ、調査結果はOECDに報告されている

※：大学等における研究者数を国際比較可能なフルタイ
ム換算値に補正するための係数

・これまでのFTE調査の深掘り分析を実施予定

・次回のFTE調査（2023年度）までに、調査項目や
分析方法について検討してはどうか（例：年齢ごと
のFTE換算した研究者数など）

国際的な賞 ・対象とする賞やそれらの特性等についての整理が必要

・受賞者の国籍や所属機関などの収集・調査が十分でなく、
特定が困難な場合もある

・受賞者、受賞内容を試行的に集計・モニタリング
し、国際的な賞によって評価可能な対象を検討して
はどうか

研究者の意識 ・「科学技術の状況に係る総合的意識調査
（NISTEP定点調査）」（NISTEP)が毎年実施され、
第一線の研究者や有識者への継続的な意識調査を通
じて、我が国の科学技術やイノベーション創出の状
況変化を調査

・2021年度冬から開始された第6期基本計画期間中
の「NISTEP定点調査」(NISTEP)を踏まえて、研究
環境等に対応する調査項目を分析してはどうか。

国民の認識 ・「科学技術に関する国民意識調査 」（NISTEP)
が継続的に実施し、科学技術関心度と科学者信頼度、
科学技術肯定性を中心に国民の意識変化を調査

・これまでの国民意識調査等のトレンドを俯瞰的に
分析しつつ、令和3年度中に新たな項目や分析方法等
を検討してはどうか。

国際頭脳循環 ・ OECDにおいて、論文著者から見た研究者の国際流動
性や論文著者の流動性と論文掲載ジャーナルの関係の分
析を実施。国際流動している研究者の方が、被引用数が
多いジャーナルへの掲載論文が多い傾向が示されている。

・OECDの分析を、今後もフォローしつつ指標として
の検討を進めてはどうか。
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9

イノベーション創造関連指標

【参考】研究力の多様な評価指標の現状と今後の方向性（イノベーション創造関連指標）

項目 現状 今後の方向性（案）
研究者の意識 ・「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP

定点調査）」（NISTEP)が毎年実施され、第一線の
研究者や有識者への継続的な意識調査を通じて、我
が国の科学技術やイノベーション創出の状況変化を
調査

・2021年度冬から開始された第6期基本計画期間
中の「NISTEP定点調査」(NISTEP)を踏まえて、
科学技術・イノベーションと社会等に対応する調査
項目を分析してはどうか。

サイエンスリン
ケージ
（科学と技術のつ
ながりの深堀分析。
例： 科学論文を
引用している特許、
科学論文等の特許1
件当たりの引用件
数等）

・「科学技術指標」（NISTEP)を毎年作成し、日本
は論文を引用しているパテントファミリー数、パテ
ントファミリーに引用されている論文数について
国・地域別に集計

・「科学技術指標2021」（NISTEP）の調査結果
を踏まえ、経年的な変動や分野の特性など指標とし
ての検討を進めてはどうか。

産学官連携 ・「大学等における産学連携等実施状況について」
（文部科学省）において、全国の大学等を対象に産
学連携等の実施状況（研究資金等受入額や民間企業
との共同研究等）を調査

・「大学等における産学連携等実施状況について」
（文部科学省）の調査結果を踏まえ、経年的な変動
などを分析してはどうか。



【文教・科学技術：イノベーションによる歳出効率化等】

政策目標：科学技術・イノベーション政策においてエビデンスに基づく政策立案等を図りながら、官民をあげて研究開発等を推進するこ
とで、国民の生活の質の向上等に貢献する形で、Society5.0やイノベーション・エコシステムの構築等の実現を目指し、「科
学技術立国」の実現につなげる。
〇世界経済フォーラム世界競争力項目別ランキング「イノベーション力」の順位の維持・向上（2019年度は第７位）
※評価指標の変更により、順位が変動する可能性がありうる

〇被引用回数トップ10％論文数の割合の増加 (2014-16年:8.5%→2018-20:10%以上) 
〇企業等からの大学・公的研究機関への投資額※2025年度までに、大学・国立研究開発法人等への民間研究開発投資を３倍増
→「科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ」による目標値は約3,500億円（2014年度実績：1,151億円）

KPI第２階層 KPI第１階層

〇若手研究者比率の増加
○科学技術政策におけるＥＢＰＭ化が図られた
ことによる成果の創出（被引用回数トップ10％
論文数の割合の増加等）
※目標値は2022年中に検討し設定。

〇40歳未満の大学本務教員の数
※2025年までに1割増加（2019年度41,072人）

〇博士課程学生等支援など重要な項目について最新の
情報を収集・分析する
○エビデンスシステム（e-CSTI）の活用

１．政策体系の概要

２．狙い

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの効果検証

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策
工程表の
箇所

確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

2

CSTI（
文科
省）

研究力強化・若
手研究者支援総
合パッケージ
（参考資料１
16）

文教5-
1(1),(2)
(p96,97)
文教10，

15
（p101,1
02）

研究力強化・若手研究者支援総合
パッケージの推進によって、研究力
強化や望ましい研究環境の構築にど
のように寄与したのか。第６期科学
技術・イノベーション基本計画への
反映状況や評価指標・分析手法の検
討・策定状況について確認する。

本年中に進捗状況を整理
博士課程学生等支援など重要な項目について最新
情報を収集し、フォローアップを継続しつつ、新
たなKPIの設定・更新等可能なものから本年末の
改革工程表に反映（新たなKPIの設定・更新等）
（具体的な効果検証は、総合科学技術・イノベー
ション会議の評価専門調査会において実施）

進捗状況の整理
等を踏まえ必要
なデータを検討
して効果検証を
実施
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